2008年1月24日

最高裁判所　長官　町田　顯　殿

強制連行・強制労働犠牲者を考える北海道フォーラム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同代表　席　占明　（北海道華僑総会）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿平善彦　（浄土真宗本願寺派一乗寺）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　古賀清敬　（日本キリスト教会）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　薛　鎭鐵　（在日本大韓民国民団北海道本部）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蔡　鴻哲　（在日本朝鮮人総聯合会北海道本部）

　　　　　　室蘭、赤平に残された戦時下強制動員被害者の遺骨返還に関する要望書

　昨年12月7日に衆議院外務委員会での近藤昭一議員の質問に、政府は「外務省としましては、人道的観点から、可能な限り迅速にこれらの御遺骨が返還できるよう、関係省庁と連携して、引き続き最大限努力してまいりたいというふうに考えております。」と答弁しています。

しかしながらも、具体的には遺骨返還が未だ実現しない状況のもとで、室蘭、赤平の遺骨については、遺族が既に遺骨との対面を果たしており、遺族の高齢化、健康状態などから早く受取りたいとの意向を尊重し、当該遺骨を本年2月下旬に民間の手でご遺族にお返しすることになりました。

(1)　政府は、昨年12月21日の紙智子参議院議員の「室蘭の強制連行犠牲者の遺骨返還に関する質問主意書の答弁書」で「民間団体が行う遺骨返還について政府はどのように考えているか」との問いに、「一般論として申し上げれば、人道的観点から行われる民間団体による遺骨の返還は、可能な限り迅速な遺族への返還に資する面があると認識している。」との理解を表明しました。

　 　このような政府の理解にもとづき、この度、執り行われる室蘭、赤平の遺骨返還の追悼式典に政府の代表が人道的立場で同席されることを要望しておりますが、三権の長である貴殿の代理人の出席を要望します。

(2) 室蘭・赤平に残された戦時下強制動員被害者の遺骨返還に際しても、遺族に対し国の謝罪と弔慰の表明が必要だと考えています。

そのために、「戦後50周年の終戦記念日にあたって」の村山談話が表明した「わが国は、遠くない過去の一時期、国策を誤り、戦争への道を歩んで国民を存亡の危機に陥れ、植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して多大の損害と苦痛を与えました。私は、未来に誤ち無からしめんとするが故に、疑うべくもないこの歴史の事実を謙虚に受け止め、ここにあらためて痛切な反省の意を表し、心からのお詫びの気持ちを表明いたします。また、この歴史がもたらした内外すべての犠牲者に深い哀悼の念を捧げます。」との日本政府の謝罪と弔慰の気持ちをご遺族にお伝えいただきたいと要望しておりますが、最高裁判所長官の心あるメッセージを遺族に頂きたく要望します。

　参議院議長が、これまでの経緯を踏まえ、人道的立場、アジアの和解のための未来志向の立場に立って私たちの要望をお聞きくださるよう心からお願い申し上げます。ご回答くだされますようお願い申し上げます。
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